
（３）身近な相談支援体制整備の推進
ア 障害のある人や障害のある児童の親に対する一般的な相談支援
障害のある人や障害のある児童の親に対する一般的な相談支援については、「障害者自立支
援法」により、2006年10月から、障害種別にかかわらず、事業の実施主体を利用者に身近な市
町村に一元化して実施している。また、市町村における相談支援事業の機能を充実・強化する
ため、2006年10月から住宅入居等支援事業を、2012年４月から基幹相談支援センター等機能強
化事業を、それぞれ地域生活支援事業に位置付けている。
　また、指定特定相談支援事業所及び指定障害児相談支援事業所に配置されている相談支援専
門員がサービス等利用計画又は障害児支援利用計画を作成することにより、障害のある人や障
害のある児童の親が障害福祉サービス等を適切に利用することができるよう支援を行ってお
り、2015年４月からは、支給決定前の全ての障害児者が、障害児支援利用計画案又はサービス
等利用計画案を作成することとしている。
　さらに、2018年度の報酬改定では、利用状況の適切な把握と適正なサービス量の調整が可能
となるよう、実施モニタリング期間の一部を見直してモニタリング頻度を高めたほか、質の高
い相談支援の実施や専門性の高い支援を行うための体制を適切に評価する加算（「サービス提
供時モニタリング加算」等）を創設している。また、2021年度の報酬改定においては、適切な
モニタリング頻度の決定を推進する観点から、利用者の個別性も踏まえて、モニタリング頻度
の決定を行う旨やモニタリング期間の変更をする際の手続を再度周知している。
　広域・専門的な支援や人材育成については、都道府県の地域生活支援事業の中で、都道府県
相談支援体制整備事業、高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業、発達障害者
支援センター運営事業、障害者就業・生活支援センター事業、障害児等療育支援事業、相談支
援従事者研修事業等を実施し、市町村をバックアップしている。

イ 都道府県による取組及び市町村区域への対応
都道府県においては、市町村に対する専門的な技術支援、情報提供の役割を担っている更生

相談所等が設けられており、それぞれの施設が担う相談支援内容に合わせて、身体障害者相談
員、知的障害者相談員、児童に関する相談員及び精神保健福祉相談員を配置している。設置状
況は、身体障害者更生相談所（2023年４月現在78か所）、知的障害者更生相談所（2023年４月
現在88か所）、児童相談所（2023年４月現在232か所）、精神保健福祉センター（2023年４月現
在69か所）となっている。
　国においては、市町村の区域で生活に関する相談、助言その他の援助を行う民生委員・児童
委員を委嘱している。

ウ 法務局その他
全国の法務局において、法務局職員及び人権擁護委員が、障害のある人に対する差別、虐待

等の人権問題について、面談・電話による相談に応じている。また、社会福祉施設や市役所な
どの公共施設・デパート等において特設の人権相談所を開設しているほか、法務省のホームペー
ジ上でもインターネットによる人権相談の受付を行っている。加えて、人権相談等を通じて人
権侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に応じた適
切な措置を講じている。
　保健所、医療機関、教育委員会、特別支援学校、ハローワーク、ボランティア団体等におい
ても、相談支援が行われている。
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エ　矯正施設入所者等
　障害等により自立が困難な矯正施設入所者について、出所後直ちに福祉サービスを受けられ
るようにするため、刑務所等の社会福祉士等を活用した相談支援体制を整備するとともに、「地
域生活定着支援センター」を全国の各都道府県に整備している。同センターは、矯正施設、保
護観察所、地域の福祉関係機関等と連携して、社会復帰の支援を行っており、2021年度からは
起訴猶予者等への支援も行っている。
　また、帰住先が確定しないなどの理由により出所後直ちに福祉による支援が困難な者につい
て、更生保護施設への受入れを促進し、福祉への移行準備、自立した日常生活のための訓練等
を実施している。

（４）権利擁護の推進
ア　成年後見制度等
　認知症、知的障害又は精神障害などのため判断能力の十分でない人を保護し支援するための
成年後見制度について、パンフレットの配布や法務省ホームページ上のQ&A掲載など、制度
周知のための活動を行っている。また、障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする知的
障害のある人又は精神障害のある人であり、助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難で
あると認められる場合に、申立てに要する経費及び後見人等の報酬の全部又は一部について補
助を行うため、成年後見制度利用支援事業を実施しており、2012年度から市町村地域生活支援
事業の必須事業に位置付けている。
　報酬等の助成事業については、2021年４月１日現在で1,682市町村が実施しており、このうち、
国の地域生活支援事業費等補助金を活用しているのは1,231市町村となっており、今後とも本
事業の周知を図ることとしている。
　また、2013年度から、後見、保佐及び補助の業務を適正に行うことができる人材の育成及び
活用を図るための研修を行う事業である成年後見制度法人後見支援事業を地域生活支援事業と
して市町村の必須事業に位置付けたほか、指定障害福祉サービス事業者等の責務として、障害
のある人等の意思決定の支援に配慮し、常に障害のある人の立場に立ってサービス等の提供を
行うことを義務付けている。
　日常生活自立支援事業は、認知症高齢者、知的障害のある人、精神障害のある人等のうち必
ずしも判断能力が十分でない人が、地域において自立した生活を送ることを支援するため、福
祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理に関する援助等を行う事業であり、都道府県・指定
都市社会福祉協議会を実施主体とし、事業の一部は委託された市区町村社会福祉協議会等が実
施している。本人からの申請は少なく、周囲の専門職等が必要と判断して利用に至る場合が多
いことが特徴である。利用者の判断能力の低下等により、成年後見制度へ移行する者が増加し
ており、単身世帯の増加により、成年後見制度への移行のための支援も必要とされている。
2022年３月末現在の本事業の実利用者数は56,549人となっており、今後とも本事業の一層の定
着を図ることとしている。
　成年後見制度の利用促進については、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」（平成28年
法律第29号）に基づき、2022年３月には、「第二期成年後見制度利用促進基本計画～尊厳のあ
る本人らしい生活の継続と地域社会への参加を図る権利擁護支援の推進～」を閣議決定し、こ
れまでの取組の結果や課題を踏まえ、地域連携ネットワークづくりの推進や市民後見人等の担
い手の育成、総合的な権利擁護支援策の充実、意思決定支援の浸透など更なる制度の運用改善
等に向けた取組を行っている。（なお、財産管理については、後述の「３．経済的自立の支援（２）
個人財産の適切な管理の支援」を参照。）
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